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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

 
(注１) 当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間に係る主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。 

(注２) 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

(注３) 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。 

(注４) 平成17年９月20日に、平成17年７月31日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対

し、所有株式数を１株につき２株の割合をもって分割いたしました。 

第一部 【企業情報】

回次 第25期中 第26期中 第27期中 第25期 第26期

会計期間

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

売上高 (千円) 2,837,058 3,226,431 3,219,268 5,866,217 5,650,886

経常利益 (千円) 179,499 176,696 208,307 351,013 248,084

中間(当期)純利益 (千円) 106,835 105,773 119,649 206,714 147,954

持分法を適用した場合の 
投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 517,100 522,076 530,754 519,525 530,526

発行済株式総数 (千株) 6,098 12,361 12,627 6,146 12,621

純資産額 (千円) 1,415,902 1,570,023 1,669,485 1,520,680 1,618,774

総資産額 (千円) 2,636,778 3,231,690 3,291,379 2,831,789 2,899,977

１株当たり純資産額 (円) 232.19 127.01 132.49 247.41 128.53

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 19.04 8.57 9.50 35.21 11.97

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 16.97 8.28 9.42 32.72 11.60

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 10.00 5.50

自己資本比率 (％) 53.7 48.6 50.7 53.7 55.8

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △338,180 △234,470 45,073 167,116 △337,997

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △884 △2,440 △75,459 △34,143 △14,321

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 42,430 △56,865 △68,817 47,813 △51,299

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(千円) 1,193,937 1,377,584 1,168,539 1,671,360 1,267,742

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数)

(人)
94
(14)

99
(20)

108
(21)

97
(19)

105
(19)



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

  

  

  

３ 【関係会社の状況】 

該当事項はありません。 

  



４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成18年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は、就業人員であり、契約社員・派遣社員・顧問は、( )外数で記載しております。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

従業員数(名) 108（21）



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間期における我が国の経済は、原油価格の動向、地域紛争の動静など、若干の変動要因はあるも

のの、企業収益の改善や需要の増加、それに伴う雇用環境の改善など、着実な景気回復が続きました。

建設市場全般は、公共建設投資減少の影響から、依然縮小基調ですが、景気回復を反映した民間非住宅

建設投資は、３年連続増加の予測となっています。特に首都圏のオフィス供給につきましては、2006年

に約21.3万坪と、直近10年間では最大ボリュームの新規供給のあった2003年に次ぐ規模となっています

（2006年7月7日（株）生駒データサービスシステム発行「不動産白書2006」による）。  

 一方、オフィス需要に関しましては、景気の回復と時代に適合したワークプレースやワークスタイル

の変革ニーズの高まりを反映し、極めて旺盛であり、都心のオフィス空室率も３％以下という記録的低

さとなり、都心部のオフィスマーケットは高いレベルで堅調です。  

 そのような中、オフィス部門におきましては、当社のＦＭ/ＩＴコンサルからプログラミング、デザイ

ン、調達支援、施工監理、引越しまでをワンストップで提供する総合力と、プロセス及び結果をオープ

ンにするＣＭ方式が評価され、受注は前期に引き続き順調に推移しました。  

 ビル部門におきましても、官民共にアカウンタビリティに対する意識が高まる中で、ビルの新築・改

修の設計＆ＰＭサービスの受注が増えました。また、全国展開する金融機関、多数のファシリティを所

有・管理する学校やファンドといった既存顧客からのＰＭ、耐震診断、エンジニアリングレポート作

成、建設会社の見積価格査定などの受注も好調で、当社の設計＆ＰＭサービスの需要は着実に拡大して

おります。  

   

 このような結果、売上高は前期を7百万円下回る3,219百万円（前年同期比0.2％減、計画比17.6％

増）、営業利益は前期を27百万円上回る209百万円（前年同期比15.3％増、計画比13.5％増）、経常利益

は前期を31百万円上回る208百万円（前年同期比17.9％増、計画比12.9％増）、中間純利益は前期を13百

万円上回る119百万円（前年同期比13.1％増、計画比9.2％増）となりました。  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間期会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前期末に比べ99百万円

減少しました。  

この結果、資金の当中間期末残高は1,168百万円となりました。  

   

（営業活動によるキャッシュ・フロー）  

営業活動の結果得られた資金は45百万円（前年同期は、234百万円の支出）となりました。これは、主

に増加要因である税引前中間純利益207百万円、仕入債務の増加353百万円、未成工事支出金の減少150

百万円に対して、減少要因である売上債権の増加562百万円によるものであります。  

   

（投資活動によるキャッシュ・フロー）  

投資活動の結果支出した資金は75百万円（前年同期比2,992.0％増）となりました。これは、主に投資

有価証券の取得25百万円、固定資産の取得25百万円によるものであります。  

   

（財務活動によるキャッシュ・フロー）  

財務活動の結果支出した資金は68百万円（前年同期比21.0％増）となりました。これは、主に配当金

の支払額68百万円によるものであります。  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産状況 

当社における生産状況は、施工管理、施工技術、機械力、資金力及び資材調達力等の総合によるもの

であり、工事内容が多様化しており、また外注に依存している割合が高いことから具体的に表示するこ

とが困難であるため、記載を省略しております。 

  

(2) 受注状況 

当中間会計期間における受注状況を示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売状況 

当中間会計期間の販売状況を示すと、次のとおりであります。 

  

 
  

  

注１.主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであり 

     ます。 

 
 注２.上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

金額(千円) 前年同期比(％)

完成工事高 1,616,843 61.4

マネジメントサービス料収入 982,507 134.8

その他売上高 38,276 73.5

合計 2,637,627 77.2

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

金額(千円) 前年同期比(％)

完成工事高 2,538,592 95.9

マネジメントサービス料収入 634,343 121.0

その他売上高 46,332 83.4

合計 3,219,268 99.8

相手先 前中間会計期間 当中間会計期間

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

㈱オーエムシーカード ─ ─ 425,435 13.2

㈱インテリジェンス ─ ─ 362,434 11.3



３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題

はありません。 

  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  



２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更並

びに重要な設備計画の完了はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、

売却等の計画はありません。 

  

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注) 「提出日現在発行数」欄には、平成18年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使（旧商法

に基づき発行された新株引受権の権利行使を含む）により発行されたものは含まれておりません。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

①旧商法第341条ノ８第１項に基づく新株引受権の状況 

  

 
(注)１．成功報酬型ワラントであります。 

２．平成15年８月31日付、及び平成17年９月20日付をもって、１株を２株とする株式分割を行っているため、各

数値の調整を行っております。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 48,000,000

計 48,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月20日)

上場証券取引所名又は登
録証券業協会名

内容

普通株式 12,627,000 12,627,000 ジャスダック証券取引所 ─

計 12,627,000 12,627,000 ― ―

第２回無担保社債(新株引受権付) 
(平成13年５月16日発行)

中間会計期間末現在
(平成18年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成18年11月30日)

新株引受権の残高(千円) 1,350 1,350 

新株引受権の行使により発行する株式の発行価格 
(円)

50 同左 

資本組入額(円) 25  同左 



②旧商法第280条ノ20及び280条ノ21の規定に基づく特別決議による新株予約権の状況 

(平成14年８月９日臨時株主総会特別決議) 

 
(注) １．新株予約権の行使の条件 

(1) 新株予約権の割当を受けた者(以下、「新株予約権者」)は、新株予約権の行使時において、当社または当

社の子会社の役員、執行役員または従業員の何れかの地位、あるいは当社または当社の子会社との間の契

約に基づく契約社員の地位を有していることを要する。 

(2) 新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人による新株予約権の行使を認める。 

(3) 新株予約権の譲渡、質入れその他一切の処分を認めない。 

(4) 平成18年３月25日迄に行使できる新株予約権の数は、付与を受けた数の50％を上限とする。 

(5) その他の条件については、臨時株主総会及び新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と対象者との

間で締結する「新株予約権割当契約書」に定めるところによる。 

２．新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要するものとする。 

３．当初は、新株予約権１個につき普通株式500株。なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算

式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点

で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端

数については、これを切り捨てるものとする。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

４．行使価額は、当社が株式分割等によりこの行使価額を下回る価額による新株の発行を行う場合(ただし、新

株予約権(第１回無担保社債(新株引受権付)の新株引受権、第２回無担保社債(新株引受権付)の新株引受

権、第３回無担保社債(新株引受権付)の新株引受権を含む)の行使による場合を除く)または自己株式の処分

を行う場合は、次の算式(コンバージョン・プライス方式)により調整される。調整により生じる１円未満の

端数は切り上げる。 

 
５．平成15年８月31日付、及び平成17年９月20日付をもって、１株を２株とする株式分割を行っているため、各

数値の調整を行っている。 

６．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、付与対象者の退職等により付与対象でなくなった

新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数をそれぞれ控除した残数を記載している。 

第１回新株予約権(平成15年２月14日付与)
中間会計期間末現在
(平成18年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成18年11月30日)

新株予約権の数 35個 35個

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 70,000株 70,000株

新株予約権の行使時の払込金額 75円 同左

新株予約権の行使期間
平成17年４月１日から
平成24年６月29日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格  75円
資本組入額  38円

同左

新株予約権の行使の条件 (注)１ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)２ 同左

代用払込みに関する事項 ─ ─

調整後行使価額 ＝
既発行株式数 × 調整前行使価額 ＋ 新発行株式数 × １株当たり払込金額

既発行株式数 ＋ 新発行株式数



(平成14年８月９日臨時株主総会特別決議) 

 
(注) １．新株予約権の行使の条件 

(1) 新株予約権の割当を受けた者(以下、「新株予約権者」)は、新株予約権の行使時において、当社または当

社の子会社の役員、執行役員または従業員の何れかの地位、あるいは当社または当社の子会社との間の契

約に基づく契約社員の地位を有していることを要する。 

(2) 新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人による新株予約権の行使を認める。 

(3) 新株予約権の譲渡、質入れその他一切の処分を認めない。 

(4) 平成18年３月25日迄に行使できる新株予約権の数は、付与を受けた数の50％を上限とする。 

(5) その他の条件については、臨時株主総会及び新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と対象者との

間で締結する「新株予約権割当契約書」に定めるところによる。 

２．新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要するものとする。 

３．当初は、新株予約権１個につき普通株式500株。なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算

式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点

で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端

数については、これを切り捨てるものとする。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

４．行使価額は、当社が株式分割等によりこの行使価額を下回る価額による新株の発行を行う場合(ただし、新

株予約権(第１回無担保社債(新株引受権付)の新株引受権、第２回無担保社債(新株引受権付)の新株引受

権、第３回無担保社債(新株引受権付)の新株引受権を含む)の行使による場合を除く)または自己株式の処分

を行う場合は、次の算式(コンバージョン・プライス方式)により調整される。調整により生ずる１円未満の

端数は切り上げる。 

 
５．平成15年８月31日付、及び平成17年９月20日付をもって、１株を２株とする株式分割を行っているため、各

数値の調整を行っている。 

６．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、付与対象者の退職等により付与対象でなくなった

新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数をそれぞれ控除した残数を記載している。 

  

第２回新株予約権(平成15年４月10日付与)
中間会計期間末現在
(平成18年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成18年11月30日)

新株予約権の数 20個 20個

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 40,000株 40,000株

新株予約権の行使時の払込金額 75円 同左 

新株予約権の行使期間
平成17年４月１日から
平成24年６月29日まで

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格 75円
資本組入額  38円

同左 

新株予約権の行使の条件 (注)１ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)２ 同左 

代用払込みに関する事項 ─ ─

調整後行使価額 ＝
既発行株式数 × 調整前行使価額 ＋ 新発行株式数 × １株当り払込金額

既発行株式数 ＋ 新発行株式数



(平成17年２月４日臨時株主総会特別決議) 

 
(注) １．新株予約権の行使の条件 

(1) 当社の取締役または執行役員で新株予約権の割当を受けた者(以下、「新株予約権者」)は、新株予約権の

行使時においても、当社または当社の子会社の役員、執行役員または従業員の何れかの地位、あるいは当

社または当社の子会社との間の契約に基づく契約社員の地位を有していることを要し、かつ行使期間中い

ずれの地位にも該当しない期間がある場合には行使できない。ただし、任期満了による退任、定年退職そ

の他これに準ずる正当な理由があると当社の取締役会にて認められた場合はこの限りではない。 

(2) 新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人による新株予約権の行使を認める。 

(3) 新株予約権の譲渡、質入れその他一切の処分を認めない。 

(4) その他の条件については、株主総会及び新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と対象者との間で

締結する「新株予約権割当契約書」に定めるところによる。 

２．新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要するものとする。 

３．当初は、新株予約権１個につき普通株式100株。なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算

式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点

で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数についてのみおこなわれ、調整の結果生じる１株未満

の端数については、これを切り捨てるものとする。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

４．当社が時価を下回る価額で新株を発行(ただし、新株予約権の、「商法等の一部を改正する法律（平成13年

法律第128号）の施行前の商法第341条ノ８の規定に基づく新株引受権付社債にかかる新株引受権の行使によ

る場合を除く」または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により調整し、調整により生ずる１円未満の

端数は切り上げる。 

 
５．平成17年９月20日付をもって、１株を２株とする株式分割を行っているため、各数値の調整を行っている。

６．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、付与対象者の退職等により付与対象でなくなった

新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数をそれぞれ控除した残数を記載している。 

第３回新株予約権(平成17年２月４日付与)
中間会計期間末現在
(平成18年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成18年11月30日)

新株予約権の数 2,630個 2,630個

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 526,000株 526,000株

新株予約権の行使時の払込金額 405円 同左

新株予約権の行使期間
平成19年３月１日から
平成27年１月31日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格 405円
資本組入額  203円

同左

新株予約権の行使の条件 (注)１ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)２ 同左

代用払込みに関する事項 ─ ─

調整後行使価額 ＝調整前行使価額×

       新発行株式数×１株当たり払込金額

既発行株式数＋    １株当たりの時価

既発行株式数 ＋ 新発行株式数



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 

  

(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

 
(注) 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

年月日
発行済株式
総数増減数 
(株)

発行済株式 
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成18年４月１日～ 

平成18年９月30日 

（注）

6,000 12,627,000 228 530,754 222 337,141

（注）新株予約権の行使による増加であります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

株式会社 
サカタホールディングス

東京都目黒区東が丘2丁目1-15 3,460,000 27.40

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町2丁目11-3 1,816,900 14.39

日本トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海1丁目8-11 786,900 6.23

坂田 明 東京都目黒区 584,700 4.63

坂田 紀美子 東京都目黒区 420,000 3.33

松村 孝一 東京都八王子市 360,000 2.85

明豊従業員持株会 東京都千代田区麹町五丁目4番地 316,800 2.51

モルガン・スタンレー・アン
ド・カンパニー・インターナシ
ョナル・リミテッド 
（常任代理人 モルガン・スタ
ンレー証券株式会社）

25 CABOT SQUARE,CANARY WHARF,LONDON
E14 4QA ENGLAND 
（東京都渋谷区恵比寿4丁目20-3 恵比寿ガ
ーデンプレイスタワー）

280,000 2.22

野村 勝朗 神奈川県川崎市麻生区 245,000 1.94

ステートストリートバンクアン
ドトラストカンパニー５０５０
３０ 
（常任代理人 みずほコーポレ
ート銀行  兜町証券決済業務
室）

WORLD TRADE CENTER STRWINSKYL ANN
1455 1077XX AMSTERDAM NETHERLAND 
（東京都中央区日本橋兜町6番7号）

235,800 1.87

計 ― 8,506,100 67.37

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 1,816,900株

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 786,900株



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

 
(注) 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が400株含まれております。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数4個が含まれております。

  

② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所における株価を記載しております。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
普通株式     26,400

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式  12,600,500
126,005

権利内容に何ら限定のない当社
における標準となる株式

単元未満株式  普通株式     100 ― ―

発行済株式総数 12,627,000 ― ―

総株主の議決権 ― 126,005 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

明豊ファシリティワーク
ス株式会社

東京都千代田区麹町5丁目
4番地

26,400 ─ 26,400 0.21

計 ─ 26,400 ─ 26,400 0.21

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 390 359 303 330 309 278

最低(円) 354 300 280 294 278 219



３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動は次のとおりで

あります。 

  

役職の異動 

 
 
  
  
 
 
  

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

 
代表取締役会長 
（ＰＭカレッジ長） 

 

代表取締役会長 
 

坂田  明 平成18年12月1日

 
常務取締役 

（マーケティング部長兼ＩＴ
コンサルティング部長） 

 

常務取締役 
（マーケティング部長）

大貫  美 平成18年12月1日



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)に準じて記

載しております。 

なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は改正前の中間財務諸表等規則及び建設業

法施行規則に基づき、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は改正後の中間財務諸表等規

則及び建設業法施行規則に基づいて作成しております。 

   

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の

中間財務諸表については中央青山監査法人（現みすず監査法人）により中間監査を受け、また、当中間会計期間(平成

18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間財務諸表についてはあらた監査法人により中間監査を受けておりま

す。 

 なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。 

  前中間会計期間 中央青山監査法人（現みすず監査法人） 

  当中間会計期間 あらた監査法人 

   

３ 中間連結財務諸表について 

当社は、子会社を有していないため、中間連結財務諸表を作成しておりません。 

  



１ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 

   

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １．現金預金 1,377,584 268,612 1,267,742

 ２．受取手形 37,543 10,701 238,702

 ３．完成工事未収入金 1,345,654 1,505,358 707,513

 ４．売掛金 9,918 8,252 15,173

 ５．未成工事支出金 106,912 156,689 306,782

 ６. 有価証券 ─ 899,926 ─

 ７．前払費用 27,041 31,339 24,190

 ８．繰延税金資産 39,805 48,454 41,581

 ９. 未収入金 ─ ─ 2,492

 10．その他流動資産 6,959 270 550

   貸倒引当金 △5,219 △5,540 △3,689

   流動資産合計 2,946,201 91.2 2,924,064 88.8 2,601,041 89.7

Ⅱ 固定資産

 １．有形固定資産 ※１

  (1) 建物 15,961 28,314 14,313

  (2) 工具器具・備品 10,651 15,795 11,185

   有形固定資産計 26,612 0.8 44,109 1.4 25,499 0.9

 ２．無形固定資産

  (1) ソフトウェア 18,123 15,594 16,429

  (2) 電話加入権 1,428 1,467 1,428

   無形固定資産計 19,551 0.6 17,062 0.5 17,858 0.6

 ３．投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 25,526 48,759 25,780

  (2) 長期前払費用 40,996 48,709 48,709

  (3) 長期繰延税金資産 80,497 90,985 88,686

  (4) 敷金 53,160 78,331 53,160

  (5) 差入保証金 39,144 39,357 39,242

   投資その他の資産計 239,324 7.4 306,143 9.3 255,579 8.8

   固定資産合計 285,489 8.8 367,314 11.2 298,936 10.3

   資産合計 3,231,690 100.0 3,291,379 100.0 2,899,977 100.0



 

 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １．工事未払金 1,108,414 1,064,104 687,168

 ２．買掛金 12,537 7,734 31,633

 ３．未払費用 53,087 53,759 61,921

 ４．未払法人税等 81,400 101,535 42,870

 ５. 未成工事受入金 105,186 6,914 139,966

 ６．未払消費税等 ※２ 12,574 32,543 ─

 ７．賞与引当金 71,410 85,647 79,390

 ８．その他流動負債 16,987 51,633 23,085

   流動負債合計 1,461,598 45.2 1,403,873 42.7 1,066,035 36.8

Ⅱ 固定負債

 １．退職給付引当金 72,656 79,323 81,641

 ２．役員退職慰労引当金 127,412 138,697 133,525

   固定負債合計 200,069 6.2 218,021 6.6 215,166 7.4

   負債合計 1,661,667 51.4 1,621,894 49.3 1,281,202 44.2

(資本の部)

Ⅰ 資本金 522,076 16.2 ─ ─ 530,526 18.3

Ⅱ 資本剰余金

 １．資本準備金 328,565 ─ 336,919

   資本剰余金合計 328,565 10.2 ─ ─ 336,919 11.6

Ⅲ 利益剰余金

 １．利益準備金 6,159 ─ 6,159

 ２．任意積立金 304,527 ─ 304,527

 ３．中間（当期） 
   未処分利益

408,761 ─ 450,942

   利益剰余金合計 719,448 22.2 ─ ─ 761,629 26.3

Ⅳ その他有価証券評価差
額金

△65 △0.0 ─ ─ 85 0.0

Ⅴ 自己株式 ─ ─ ─ ─ △10,385 △0.4

   資本合計 1,570,023 48.6 ─ ─ 1,618,774 55.8

   負債資本合計 3,231,690 100.0 ─ ─ 2,899,977 100.0



 

 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １．資本金 ─ ─ 530,754 16.1 ─ ─

 ２．資本剰余金

  (1) 資本準備金 ─ 337,141 ─

   資本剰余金合計 ─ ─ 337,141 10.2 ─ ─

 ３．利益剰余金

  (1) 利益準備金 ─ 6,159 ─

  (2) その他利益剰余金

    特別償却準備金 ─ 3,018 ─

    別途積立金 ─ 300,000 ─

    繰越利益剰余金 ─ 502,830 ─

   利益剰余金合計 ─ ─ 812,008 24.7 ─ ─

 ４．自己株式 ─ ─ △10,385 △0.3 ─ ─

   株主資本合計 ─ ─ 1,669,518 50.7 ─ ─

Ⅱ 評価・換算差額等

 １．その他有価証券 
   評価差額金

─ ─ △46 △0.0 ─ ─

   評価・換算差額等 
   合計

─ ─ △46 △0.0 ─ ─

Ⅲ 新株予約権 ─ ─ 13 0.0 ─ ─

   純資産合計 ─ ─ 1,669,485 50.7 ─ ─

   負債純資産合計 ─ ─ 3,291,379 100.0 ─ ─



② 【中間損益計算書】 

  

 

 
  

前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

 １．完成工事高 2,646,422 2,538,592 4,500,174

 ２．マネジメント 
   サービス料収入

524,444 634,343 1,042,621

 ３．その他売上高 55,563 3,226,431 100.0 46,332 3,219,268 100.0 108,091 5,650,886 100.0

Ⅱ 売上原価

 １．完成工事原価 2,358,743 2,267,836 4,038,436

 ２．マネジメント 
   サービス料原価

289,561 322,808 556,015

 ３．その他売上原価 50,146 2,698,451 83.6 40,681 2,631,326 81.7 95,893 4,690,345 83.0

   売上総利益

   完成工事総利益 287,679 270,755
461,737 

 

   マネジメント 
   サービス料総利益

234,883 311,535
486,605 

 

   その他売上総利益 5,416 527,979 16.4 5,651 587,942 18.3
12,198 

 
960,541 17.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 345,942 10.7 377,982 11.8 705,870 12.5

   営業利益 182,036 5.7 209,959 6.5 254,671 4.5

Ⅳ 営業外収益 ※１ 3,090 0.1 962 0.0 4,668 0.1

Ⅴ 営業外費用 ※２ 8,430 0.3 2,614 0.1 11,255 0.2

   経常利益 176,696 5.5 208,307 6.4 248,084 4.4

Ⅵ 特別利益 ※３ 4,203 0.0 ─ ─ 4,203 0.1

Ⅶ 特別損失 ※４ ─ ─ 604 0.0 ─ ―

   税引前中間（当期） 
   純利益

180,899 5.6 207,702 6.4 252,287 4.5

   法人税、住民税 
   及び事業税

76,565 97,135 115,840

   法人税等調整額 △1,439 75,125 2.3 △9,082 88,053 2.7 △11,507 104,333 1.9

   中間（当期）純利益 105,773 3.3 119,649 3.7 147,954 2.6

   前期繰越利益 302,987 ─ 302,987

   中間（当期） 
   未処分利益

408,761 ─ 450,942



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

 
（注）平成１８年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金

平成18年３月31日残高(千円) 530,526 336,919

中間会計期間中の変動額

 新株の発行 228 222

 特別償却準備金の取崩額（注）

 剰余金の配当（注）

 中間純利益

株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額（純額）

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

228 222

平成18年９月30日残高(千円) 530,754 337,141

株主資本

利益剰余金

自己株式
その他利益剰余金 株主

利益 特別償却 別途積立金 繰越利益 利益剰余金 資本合計

準備金 準備金 剰余金 合計

平成18年３月31日残高(千円) 6,159 4,527 300,000 450,942 761,629 △10,385 1,618,689

中間会計期間中の変動額

 新株の発行 450

 特別償却準備金の取崩額（注） △1,509 1,509 ─ ─

 剰余金の配当（注） △69,270 △69,270 △69,270

 中間純利益 119,649 119,649 119,649

株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額（純額）

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

─ △1,509 ─ 51,887 50,378 ─ 50,828

平成18年９月30日残高(千円) 6,159 3,018 300,000 502,830 812,008 △10,385 1,669,518

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

平成18年３月31日残高(千円) 85 13 1,618,788

中間会計期間中の変動額

 新株の発行 450

 特別償却準備金の取崩額（注） ─

 剰余金の配当（注） △69,270

 中間純利益 119,649

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△131 ─ △131

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

△131 ─ 50,697

平成18年９月30日残高(千円) △46 13 1,669,485



④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

 

 
  

前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度の
要約キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

 税引前中間（当期）純利益 180,899 207,702 252,287

 減価償却費 6,909 6,869 13,884

 貸倒引当金の増減額(減少：△) 1,698 1,851 168

 賞与引当金の増減額(減少：△) △10,470 6,257 △2,490

 退職給付引当金の増減額(減少：△) 13,090 △2,317 22,075

 役員退職慰労引当金の 
 増減額(減少：△)

6,096 5,172 12,208

 受取利息及び受取配当金 △287 △750 △485

 投資事業組合投資損失 4,462 1,798 4,462

 金利スワップ評価損益(評価益：△) △2,688 ─ △3,878

 新株発行費償却 851 ─ 1,331

 株式交付費 ─ 816 ─

 支払利息 3,110 ─ 5,333

 自己株式取得費用 ─ ─ 120

 有形固定資産除却損 ─ 604 ─

 役員保険解約返戻金 △4,203 ─ △4,203

 売上債権の増減額(増加：△) △681,260 △562,923 △249,533

 未成工事支出金の増減額(増加：△) △11,343 150,093 △211,213

 その他流動資産の増減額(増加：△) △6,340 △4,375 83

 仕入債務の増減額(減少：△) 291,503 353,036 △110,645

 未成工事受入金の増減額(減少：△) 61,436 △133,051 96,216

 その他流動負債の増減額(減少：△) 1,437 52,123 5,238

 その他 3,800 4,058 7,029

    小計 △141,297 86,966 △162,009

 利息及び配当金の受取額 159 635 259

 利息の支払額 △2,766 ─ △4,646

 法人税等の支払額 △90,565 △42,528 △171,600

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

△234,470 45,073 △337,997



 

 
  

前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度の
要約キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 有形固定資産の取得による支出 △2,845 △23,551 △6,147

 無形固定資産の取得による支出 △1,012 △1,737 △1,864

 投資有価証券の取得による支出 △5,100 △25,000 △5,100

 役員保険契約による支出 ─ ─ △7,725

 役員保険解約による収入 6,516 ─ 6,516

 敷金の支払による支出 ─ △25,171 ─

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△2,440 △75,459 △14,321

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 新株発行費の支払額 △851 ─ △1,131

 株式交付費の支払額 ─ △816 ─

 自己株式取得による支出 ─ ─ △10,385

 自己株式取得費用の支払額 ─ ─ △120

 配当金の支払額 △61,113 △68,451 △61,312

 増資による収入 5,100 450 21,850

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△56,865 △68,817 △51,299

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額

─ ─ ─

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  増加額(減少：△)

△293,776 △99,203 △403,617

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 1,671,360 1,267,742 1,671,360

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末（期末）残高

※ 1,377,584 1,168,539 1,267,742



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１．資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券

      ─ 

 

 

その他有価証券

  時価のあるもの

   中間決算日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定)を

採用しております。

１．資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券 

満期保有目的の債券

   償却原価法（定額法）を採用

しております。 

その他有価証券

  時価のあるもの

   中間決算日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定)

を採用しております。

１．資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券

     ─ 

 

 

その他有価証券

  時価のあるもの

   期末決算日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定)を

採用しております。

  時価のないもの

   投資事業有限責任組合への出

資については、組合から入手可

能な直近の決算報告書に基づい

て組合財産の持分相当額を投資

有価証券として計上しておりま

す。

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

(2) デリバティブ

   時価法を採用しております。

(2) デリバティブ

─

(2) デリバティブ

  時価法を採用しております。 

 

 (3) たな卸資産

   未成工事支出金

   個別法による原価法を採用し

ております。

 (3) たな卸資産

   未成工事支出金

同左

 (3) たな卸資産

   未成工事支出金

同左

２．固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

   定率法を採用しております。

   ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物(附属設

備を除く)については定額法

を採用しております。

    なお、主な耐用年数は 

 次のとおりであります。

建物 ３～15年

工具器具・備品 ３～10年

２．固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

同左

２．固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

同左

 (2) 無形固定資産

    定額法を採用しておりま す。

   なお、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内における

見込利用可能期間(５年)による

定額法を採用しております。

 (2) 無形固定資産

同左

 (2) 無形固定資産

同左



 

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

３．引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

   完成工事未収入金その他これ

に準ずる債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しており

ます。

３．引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

同左

３．引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

同左

 (2) 賞与引当金

   従業員に対して支給する賞与

に充てるため、賞与支給見込額

のうち、当中間会計期間負担額

を計上しております。

 (2) 賞与引当金

同左

 (2) 賞与引当金

   従業員に対して支給する賞与

に充てるため、賞与支給見込額

のうち、当期負担額を計上して

おります。

 (3) 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務に基づき当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。

   なお、当社は簡便法により退

職給付引当金を設定しておりま

す。

 (3) 退職給付引当金

同左

 (3) 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務に基づき当期末において発生

していると認められる額を計上

しております。

   なお、当社は簡便法により退

職給付引当金を設定しておりま

す。

 (4) 役員退職慰労引当金

   役員の退職慰労金の支給に備

えて、内規に基づく中間期末要

支給額を計上しております。

 (4) 役員退職慰労引当金

同左

 (4) 役員退職慰労引当金

   役員の退職慰労金の支給に備

えて、内規に基づく期末要支給

額を計上しております。

４．リース取引の処理方法

   リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。

４．リース取引の処理方法

同左

４．リース取引の処理方法

同左

５．中間キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

   手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなってお

ります。

５．中間キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

同左

５．キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲

同左

５．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

 (1) 消費税等の会計処理

   消費税等の会計処理は税抜方

式によっております。

６．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

 (1) 消費税等の会計処理

同左

６．その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

 (1) 消費税等の会計処理

同左



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

  

 

 
  

  

  

  

  

  

  

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準）

 「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成14年８月９日））

及び「固定資産の減損に係る会計基

準の適用指針」（企業会計基準委員

会 平成15年10月31日 企業会計基

準適用指針第6号）を当中間会計期

間から適用しております。

 これによる損益に与える影響はあ

りません。

─
（固定資産の減損に係る会計基準）

 「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成14年８月９日））

及び「固定資産の減損に係る会計基

準の適用指針」（企業会計基準委員

会 平成15年10月31日 企業会計基 

準適用指針第6号）を当事業年度か

ら適用しております。

  これによる損益に与える影響はあ

りません。

 

─

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号平成17年12月９日）を適

用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は、1,669,472千円であり

ます。 

  なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。

─



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 

 

  

(中間損益計算書関係) 

  

 

 
  

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末 
(平成18年３月31日)

※１．有形固定資産の減価償却累計

額

61,530千円

※１．有形固定資産の減価償却累計

額

64,414千円

※１．有形固定資産の減価償却累計

額

65,946千円

※２．消費税等の取扱い

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、未払消費税

等として表示しております。

※２．消費税等の取扱い

        同左

※２．      ──  

   

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

※１．営業外収益のうち主要なもの

金利スワップ 
評価益

2,668千円

 

※１．    ──

     

※１．営業外収益のうち主要なもの

金利スワップ 
評価益

3,878千円

 

※２．営業外費用のうち主要なもの

支払利息 3,110千円

投資事業組合
投資損失

4,462千円

 

※２．営業外費用のうち主要なもの

投資事業組合
投資損失

1,798千円
 

※２．営業外費用のうち主要なもの

支払利息 5,333千円

 

※３．特別利益のうち主要なもの

役員保険解約
返戻金

4,203千円

 

※３．        ──

    

※３．特別利益のうち主要なもの  

   役員保険解約 

   返戻金     4,203千円 

   

※４．    ―― ※４．特別損失のうち主要なもの  

    工具器具・備品除却損   

                        604千円  

※４．    ――

 ５．減価償却実施額

有形固定資産 3,685千円

無形固定資産 3,149千円

 ５．減価償却実施額

有形固定資産 4,336千円

無形固定資産 2,533千円

５．減価償却実施額

有形固定資産 8,102千円

無形固定資産 5,695千円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式に関する事項 

 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 新株予約権行使に基づく新株の発行による増加    6千株 

  

２．自己株式に関する事項 

 

   
  

３．新株予約権等に関する事項 

 

 
(注) １．目的となる株式の数の変動事由の概要 

  第１回新株予約権及び第２回新株予約権の減少は、権利行使によるものであります。 

２．第３回新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。 
  
４．配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 

 
  
 (2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間後となるもの 

 
    該当事項はありません。 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(千株) 12,621 6 ― 12,627

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 26,400 ― ― 26,400

新株予約権の内訳
目的となる 
株式の種類

目的となる株式の数（千株） 当中間会計
期間末残高 
（千円）

前事業
年度末

増加 減少
当中間
会計期間末

第２回新株引受権付社債 普通株式 27 ― ─ 27 13

第１回新株予約権 普通株式 74 ─ 4 70 ─

第２回新株予約権 普通株式 42 ― 2 40 ─

第３回新株予約権 普通株式 526 ─ ─ 526 ─

合計 669 ─ 6 663 13

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月28日 
定時株主総会

普通株式 69,270 5.5 平成18年3月31日 平成18年６月29日



(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

(平成17年９月30日現在)

現金預金勘定 1,377,584千円

預入期間が３ヶ
月を超える定期
預金

─千円

現金及び現金同
等物

1,377,584千円

 

 

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

(平成18年９月30日現在)

現金預金勘定 268,612千円

有価証券 
 

899,926

 

千円

 

預入期間が３ヶ
月を越える定期
預金

─千円

 

現金及び現金同
等物

1,168,539千円

 

 

※ 現金及び現金同等物の期末残高

と貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係

(平成18年３月31日現在)

現金預金勘定 1,267,742千円

預入期間が３ヶ
月を超える定期
預金

─千円

現金及び現金同
等物

1,267,742千円

 



(リース取引関係) 

  

 

 

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額及び中間期

末残高相当額

       ─

 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額及び期末残

高相当額

取得 
価額 
相当額

減価償却 
累計額 
相当額

中間期末
残高 
相当額

千円 千円 千円

工具器 
具・備 
品

3,955 3,955 －

 

 

取得
価額 
相当額

減価償却 
累計額 
相当額

期末残高 
相当額

千円 千円 千円

工具器
具・備 
品

3,955 3,955 ─

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額等

―

 

 

 

 (2) 未経過リース料期末残高相当

額等

―  
 

 (3) 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費相

当額、支払利息相当額及び減損

損失

支払リース料 181千円

減価償却費相当額 164千円

支払利息相当額 1千円

 

  (3) 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費相

当額、支払利息相当額及び減損

損失

支払リース料 181千円

減価償却費相当額 164千円

支払利息相当額 1千円

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。

  (4) 減価償却費相当額の算定方法

    リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。

 (5) 利息相当額の算定方法

   リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によってお

ります。

 (5) 利息相当額の算定方法

    リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によってお

ります。   

（減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失

はありません。

（減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失

はありません。



(有価証券関係) 

前中間会計期間末（平成17年９月30日） 

     １．その他有価証券で時価のあるもの 

 
  

２．時価評価されていない有価証券         

 
  

  

当中間会計期間末（平成18年９月30日） 

     １．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 
      

     ２．その他有価証券で時価のあるもの 

 
  

     ３．時価評価されていない有価証券    

 
  

  

前事業年度末（平成18年３月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの         

 
  

２．時価評価されていない有価証券     

 
  

  

取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円）
差額（千円）

その他 5,100 4,989 △111

中間貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券 
 ＳＢＩブロードバンドファンド１号

20,537

中間貸借対照表計上額 
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

国債・地方債等 899,926 899,959 32

取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円）
差額（千円）

その他 5,100 5,021 △78

中間貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券 
 ＳＢＩブロードバンドファンド１号

43,738

取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円）
差額（千円）

その他 5,100 5,243 143

貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券 
 ＳＢＩブロードバンドファンド１号

20,537



(デリバティブ取引関係) 

デリバティブ取引の契約額等、時価および評価損益 

  

 

 
(注) 時価の算定方法 

取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。 

  

(持分法損益等) 

  

 
  

  

  

  

  

  

  

区分 種類

前中間会計期間末 

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日)

前事業年度末 

(平成18年３月31日)

契約額等

(千円)

うち 

１年超 

(千円)

時価 

(千円)

評価損益

(千円)

契約額等

(千円)

うち 

１年超 

(千円)

時価 

(千円)

評価損益

(千円)

契約額等

(千円)

うち 

１年超 

(千円)

時価 

(千円)

評価損益

(千円)

市場取引以外

の取引

金利スワップ取引

 変動受取・固定支払
600,000 － △1,210 2,668 － － － － － － － －

金利オプション取引 

 キャップ取引買建
100,000 － 0 △6 － － － － － － － －

合計 700,000 － △1,210 2,661 － － － － － － － －

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

関連会社がないため該当事項はあり

ません。

同左 同左



(１株当たり情報) 

 

 
  

  

  

  

  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 127.01円 １株当たり純資産額 132.49円 １株当たり純資産額 128.53円

１株当たり中間純利益 8.57円 １株当たり中間純利益 9.50円 １株当たり当期純利益 11.97円

潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益

8.28円
潜在株式調整後
１株当たり中間純利益

9.42円
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

11.60円

 

当社は、平成17年９月20日付で株
式１株につき２株の株式分割を行っ
ております。
なお、当該株式分割が前期首に行
われたと仮定した場合の１株当たり
情報については、それぞれ以下のと
おりとなります。

前中間会計期間 前事業年度

１株当たり純資
産額

１株当たり純資
産額

116.10円 123.71円

１株当たり中間
純利益金額

１株当たり当期
純利益金額

9.52円 17.61円

潜在株式調整後
１株当たり中間
純利益金額

潜在株式調整後
１株当たり当期
純利益金額

8.49円 16.36円

当社は、平成17年９月20日付で株
式１株につき２株の株式分割を行っ
ております。 
 なお、当該株式分割が前期首に行
われたと仮定した場合の１株当たり
情報については、それぞれ以下のと
おりとなります。 
 
１株当り純資産額  123.71円 
 
１株当り当期純利益  17.61円 
 
潜在株式調整後 
１株当り当期純利益  16.36円 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



（注）１株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、以下

のとおりであります。 

 

 
  

(重要な後発事象) 

  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり中間(当期)純利益

中間(当期)純利益(千円) 105,773 119,649 147,954

普通株主に帰属しない金額

(千円)
― ― ―

普通株式に係る中間(当期)

純利益(千円)
105,773 119,649 147,954

普通株式の期中平均株式数 

(千株)
12,341 12,595 12,361

潜在株式調整後１株当たり

中間(当期)純利益

中間(当期)純利益調整額 

（千円）
― ― ―

普通株式増加数（千株） 433 109 388

（うち新株引受権） (123) (22) (121)

（うち新株予約権） (310) (86) (267)

希薄化効果を有しないた

め、潜在株式調整後１株当

たり中間(当期)純利益の算

定に含まれなかった潜在株

式の概要

― 第３回新株予約権（新
株予約権の数526,000
株） 
これらの詳細について
は、第４提出会社の状
況１株式等の状況(2)
新株予約権等の状況に
記載のとおりでありま
す。

   ―

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

――― ――― ―――



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

（１）自己株券買付状況報告書 

   平成18年４月４日関東財務局長に提出  

   証券取引法第２４条の６第１項に基づき提出するものであります。 

  

（２）半期報告書の訂正報告書 

    事業年度(第26期)（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）平成18年４月６日関東 

   財務局長に提出 

  

（３）臨時報告書    

      平成18年６月28日関東財務局長に提出 

   証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号 

   （代表取締役の異動）の規定に基づき提出するものであります。  

  

（４）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度(第26期)（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月28日関東 

財務局長に提出 

   

（５）自己株券買付状況報告書 

   平成18年11月30日関東財務局長に提出 

   証券取引法２４条の６第１項に基づき提出するものであります。 

  



該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成17年12月21日

明豊ファシリティワークス株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている明豊ファシリティワ

ークス株式会社の平成17年4月1日から平成18年3月31日までの第26期事業年度の中間会計期間（平成17年4月1日から平成17年9月30日

まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行

った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、明豊フ

ァシリティワークス株式会社の平成17年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成17年4月1日から平成

17年9月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 笹 山 勝 則 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 大 野   功 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成18年12月15日

明豊ファシリティワークス 株 式 会 社 

取 締 役 会 御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 明豊ファシリティ

ワークス株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第27期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年

９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシ

ュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中

間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、明豊フ

ァシリティワークス株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月１日から

平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

  

  

  

  

  

  
  

（※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別

途保管しております。 

  

あ ら た 監 査 法 人 

 
代 表 社 員
業務執行社員 

公認会計士 大野 功 

     

 業務執行社員 公認会計士 田邊 晴康 
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